
2024年 6月 26日 

国内事業部市民参加推進課 

 

「草の根技術協力事業に係る業務ガイドライン（2020 年度以前の採択案件用） 

2023年 10月改定版」一部改定について 

 

「草の根技術協力事業に係る業務ガイドライン（2020年度以前の採択案件用）

2023年 10月改定版」に関し、「海外渡航管理システム」の導入に合わせ、以

下の改定を行います。 

 

１．「3. 安全対策」の記載 

「3. 安全対策」（P.16-17）の記載を別紙の内容に差し替えます。 

 

２．「現地業務連絡先届」、「現地連絡体制・緊急連絡網」の廃止 

「4- (3) 現地渡航」（P.21）に記載し、現地渡航の際に提出を求めていた「現地

業務連絡先届」と「現地連絡体制・緊急連絡網」の提出を不要とします。 

上記「3. 安全対策」を参照の上、「海外渡航管理システム」に渡航情報等を登録

してください。 

 国によっては、安全管理のため、追加で書類の提出が必要な場合や、事前の渡

航承認が必要な場合もあります。 
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安全対策 

 

3-(1) 安全対策措置 
JICA 国内機関と受託者は、契約約款第 17 条（安全対策措置等）に記載の

とおり、特記仕様書の「業務従事者配置計画」に記載された業務従事者の安

全確保に努めることとなります。JICAが提供する「海外安全対策ハンドブッ

ク」等の安全対策情報（JICAの安全対策ウェブサイトまたは海外渡航管理シ

ステムよりよりダウンロード可能）を業務従事者に周知し、同措置の遵守を

徹底ください。 

「国別の安全対策措置（渡航措置および行動規範）」や「国別の安全対策

マニュアル」は各国・地域の治安状況の変化等により随時改定しますので、

渡航にあたっては常に最新版を入手してください。 

【JICA 国別安全対策情報】 
https://www.jica.go.jp/about/safety/rule.html 

 

【海外渡航管理システム】 
https://tokokan.jica.go.jp 

 

3-(2) 治安悪化や感染症流行等 
上述の安全対策措置により、現地での急激な情勢の悪化や感染症の流行等

を理由として、採択後に契約締結を保留したり、案件の採択を取り消したり

することがあります。また、実施中の事業において、業務従事者等の身体及

び財産の安全を確保するために、危険地域からの退避及びその他安全対策措

置を業務従事者等に指示する場合があります。 

 

3-(3) 業務従事者の健康、安全管理 
業務従事者の健康管理と安全管理については、受託者自身で万全を期して

ください。特に健康上のリスクがある業務従事者の派遣は避けてください。 

事業対象地域への渡航に当たっては、受託者は「3-(5)海外渡航管理システ

ム」を参照の上、渡航前及び派遣中において、業務従事者に対し、「海外渡航

管理システム」への渡航及び滞在先情報に関する入力および更新を徹底させ

てください。 

初回渡航時には JICA在外事務所・支所において安全管理ブリーフィングを

行うことがあります。 

また、3か月以上現地に滞在する際は、「在留届」を在外公館に提出してく

ださい。 

 

3-(4) 安全対策研修 
業務従事者は、現地渡航に先立ち、安全に関する JICAの研修の受講が必須

となります。JICAウェブサイト上の「JICA安全対策研修について」を確認の

上、義務または必須とされるJICA安全対策研修を受講してください。ただし、

JICA安全対策研修は日本語のみでの提供となりますので、日本語による研修

内容の理解が困難な業務従事者については、この限りではありません。 

https://www.jica.go.jp/about/safety/rule.html
https://tokokan.jica.go.jp/
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【JICA 安全対策研修について】 
https://www.jica.go.jp/about/safety/training.html 

 

3-(5) 海外渡航管理システム 
JICAでは、「海外渡航管理システム」を活用して、有事の際に対象地域に

滞在している関係者の情報を検索し、対象者に対して注意喚起や安否確認の

情報を発信します。対象者は同システムを通じて安否について回答します。   

海外渡航管理システムのアカウントは、JICA国内機関が発給申請を行いま

す。受託者は、渡航者が確定したら、名前とメールアドレスを JICA国内機関

に連絡ください。なお、他事業に参画されている等で既に登録済みの場合は、

改めての申請は不要です。申請が完了すると、アカウント仮登録完了のメー

ルが届きます。仮登録メール受信後、24時間以内に同システムにアクセスし

て本登録を完了してください1。 

現地渡航の予定が決まり次第、海外渡航管理システムに個人情報（氏名、

連絡先、緊急連絡先等）及び渡航予定情報（出発日時、到着日時、便名、宿泊

先情報等）や保険情報、研修受講情報等を登録し、出発までに全ての情報の

登録が完了するようにしてください。安全管理のため、国によっては別途早

めにデータ登録の締切を設けている場合があります。現地到着後も滞在先や

帰国予定等、登録した情報に変更が生じた場合には必ず同システムにアクセ

スして情報を更新してください。 

注意喚起や安否確認を行う事態が発生した場合、登録のメールアドレスに

海外渡航管理システムからメッセージが一斉に送信され、受信者は同システ

ムを通じてメッセージの確認や安否状況の回答が可能となります。 

海外渡航管理システムに入力した渡航者情報は、外務省の海外安全情報配

信サービスである「たびレジ」にも連携しており、在外公館からの安全情報

や緊急一斉メールも配信されます2。 

【海外渡航管理システム】 
https://tokokan.jica.go.jp/home  

 

3-(6) 海外旅行保険への加入 
3-(6)-1）現地渡航時 

開発途上国では、急病やケガ等への対応に、非常に高額な経費がかかる場

合があることを踏まえ、現地に渡航する業務従事者については、契約約款第

24条により保険加入を受託者に義務付けています。必ず、十分な補償内容の

海外旅行保険（緊急移送サービス付き）に加入してください。業務従事者の

保険料は間接経費にて計上できます。詳細は、契約 GLの「4.積算方法」を参

照ください。 

なお、保険加入状況(保険会社名、連絡先電話番号、保険証券番号、緊急移

送サービスにかかる保険付保状況等)は、「4-(3)現地渡航」の「現地業務連絡

先届」により確認を行います。 
 

1 万が一、24時間経過した場合は、ログイン画面の「パスワードが不明な方はこちら＞」のリンクをクリックし

てパスワードの再発行を行ってください。 
2 渡航管理システム導入前は、「たびレジ」への登録を必須としていましたが、このシステム導入により、「た

びレジ」登録は不要とします。 

https://www.jica.go.jp/about/safety/training.html
https://tokokan.jica.go.jp/home
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3-(6)-2）本邦研修／第三国研修時 

カウンターパートに対して本邦、または第三国で研修を行う場合、契約約

款第 24 条により研修期間における研修参加者の保険加入を受託者に義務付

けています。必ず、十分な補償内容の海外旅行保険（緊急移送サービス付き）

に加入してください。研修参加者の保険料は直接経費に計上できます。詳細

は、契約 GLの「4.積算方法」を参照ください。 

なお、保険加入状況(保険会社名、連絡先電話番号、保険証券番号等)は、

「4-(4)本邦研修／第三国研修」の「研修員受入連絡届」により確認を行いま

す。第三国研修にかかる「研修員受入連絡届」は JICA 国内機関から JICA 在

外事務所に共有します。 

 
 


